
要旨：

　2011年３月の東日本大震災と東電福島第一原発事故以降，複数の論考で主に原子力

防災と放射線リスクの受容に関する分析を行ってきたが，エネルギー・環境政策の分

野では，原子力発電とそこからの放射性物質の放出，リスクの管理という基本的問題

から離れて，エネルギー供給の社会的な費用についての議論が盛んである。本論文は，

原子力発電所の規制指針の改訂により停止中の日本国内の既存の原子力発電所につい

て，これを再稼働させるべきかについての議論に焦点を合わせる。本論文では関連す

る論点についての主な主張を概観し，経済学的な論理を抽出し，その構造を明らかに

する。これらの経済学的論理に付随してみられる埋没費用概念の誤用は，エネルギー

政策についての議論において注意されるべきものである。

Summary:
Following preceding analyses on acceptance of radiation risk and nuclear disaster prevention 
after the Great East Japan Earthquake and the TEPCO Fukushima Daiichi nuclear power plant 
accident in March, 2011, this paper focuses on economical logics in the debates on restarting 
of the existent nuclear power plants in Japan, stopping due to the revise of nuclear power 
plants' regulations. By analyzing major assertions related, this paper clarifies the economical 
logics and its structures inside. These economical logics and accompanying misuse of the 
notion of sunk costs should be paid attentions in the debates on energy policies. 
 
Key Words: Nuclear Disaster, Energy Policy, Nuclear Power Plant, Sunk Costs, Entropy 
Economics.

１．はじめに

　世界を震撼させた2011年３月の東日本大震災と東京電力福島第一原発事故から３年，事故そ

のものが収束したとはとても言えない状況ながら１，2014年を迎える日本では，放射線による影

響かどうか定かではない人口の減少が報告されるものの，放射線リスクに関する議論は低調に
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なり，一方で今後のエネルギー政策についての論争が続いている。

　原発事故を起因とする放射性物質による汚染については，数年たった程度ではさほど変化は

見られないのであるが，農作物の汚染については依然として一部の魚介類や野生動物，きのこ

類，玄米などに集中して放射能汚染が検出されるのみであり ２，消費者の放射線に対する危機感

が相対的に薄まった状態が続いている。放射線リスクの性質とその受容が持つ意味については

前掲の拙稿（2013）で述べた通りである。すなわち，本質的に費用便益分析により効率性を考

えている放射線防護の体系においては，放射性物質が広く拡散した状況である「現存被曝状況」

での被曝に対しては，高い線量が許容可能となる。つまりこのような ICRP 等の既存の原子力
利用を前提とした放射線防護に関する組織が採用している考え方においては，日本人が広域に

おいて低線量被曝を受け続けている事は，その分析体系上はさほど問題にならない。むしろ，

事故の収束活動，除染，退避，移住，食材の選択，行動の変化といった現時点から新たに行わ

れる行為による被曝と便益のトレードオフ，そこにおけるネットの厚生損失の方が問題である。

リスク回避のための経済行動が引き起こす「風評被害」の方が問題だとされているのは，まさ

にこの論理である。

　もちろん，この事が追加的な被曝によるリスクを増加させないということではなく，特定の

症状や統計的に有意な変化が観測されない状況でも追加的なリスクの非自発的な受容が引き起

こされている。ICRP 等の放射線防護の考え方は，もともと行為決定における合理性を基礎とし
た考え方であり，人の健康に対する影響を下げるための基準ではないのである。

　そして，行動の変化による厚生損失を恐れるあまり，原発事故による最大の損害は風評被害

であるかのような政策パッケージが実施されるに至っている。

　ともあれ，一方で，このような原発事故に起因する放射線被曝についての懸念や論争が（そ

れがリスクの低下を意味するものでないとしても）低調となる一方で，原子力発電についての

規制基準の改訂に伴う全原発の停止を受け，将来のエネルギー供給政策に関する論争は激しさ

を増している。

　環境経済学，政策論の分野においては，植田和弘・梶山恵司（2011） ３などに見られるように，

原発事故を契機として，既存の原子力及び火力に頼ったエネルギー政策を批判し，再生可能エ

ネルギーと省エネルギーを切り札に，エネルギー・環境政策を改革していくべきだとの意見が

ある。

　表題にある原発再稼働をめぐる論争は，このように放射線に関する議論が初期の混乱とミス
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１　藤堂史明「原発事故による放射線リスクの経済分析」『新潟大学経済論集』第94号，2013年３月，に述べた
通り，原子炉圧力容器下部において温度上昇を示すデータがあり，また，大規模な高濃度汚染水の漏洩も発生
している状態である。従って，「循環冷却」（実際には大量の汚染水を生じさせる冷却水のかけ流しに近い）は，
事故の封じ込めに失敗している。
２　厚生労働省「食品中の放射性物質の検査」平成25年12月。
   http://www.mhlw.go.jp/file/01-Kinkyujouhou-11135000-Shokuhinanzenbu-Kanshianzenka/0000034825.pdf
3　植田和弘・梶山恵司『国民のためのエネルギー原論』日本経済新聞社，2011年。



リーディングな報道等による誤りが十分に改まらないまま，電力需給のひっ迫や，燃料費の高

騰による経済的負担を理由にして再稼働を急ごうとする主張と，事故原因の究明や安全対策の

不備，事故による被害の大きさや原発の費用の高騰を理由として反対する主張が対峙したまま，

混迷を深めている。

　本稿では，原発の再稼働をめぐる経済的論理を中心に，この問題に関わる論点を整理し，埋

没費用（サンクコスト）の扱いに見られる論理的矛盾，そして費用を中心とする論争が見落と

しがちな視点，環境に関する認識と市場メカニズムの関係について注意を喚起したい。

２．原発再稼働をめぐる論理

２－１．原子力規制行政の変化

　原発再稼働は，現状で日本の原子力発電所の全てが停止している事実から出発する論争であ

る。2011年３月11日の東日本大震災後，稼働停止が相次いでいた日本の原子力発電所は，2012

年５月５日には泊原発３号機の停止により全ての原発が停止したが，2012年７月には電力不足

を理由に関西電力大飯原発３，４号機が再稼働し，2013年９月15日の同原発における４号機の

送電停止まで稼働を続けていた。本稿執筆時点ではこの全原発停止の状態が４ ヶ月を超えてい

る。

　この間，2012年９月14日には内閣府のエネルギー・環境会議が「革新的エネルギー・環境戦

略」 ４を種々の国民的意見の検討の上で決定し，即時脱原発ではないものの，「原発に依存しない

社会の一日も早い実現」と称して，40年運転制限や新増設の停止などを柱としたエネルギー政

策の転換を打ち出した。これに引き続き，原子力安全・保安院や原子力安全委員会等の関連省

庁を統合し，原子力の研究，開発及び利用における「縦割り行政の弊害を除去」を旗印とした

環境省の外局として「原子力規制委員会」とその事務局としての原子力規制庁が2012年９月19

日に発足した５。この委員会が，福島原発事故を受けた原子力発電所の新規制基準適合性に係

る審査を行っている。この審査は安全審査と呼ばれることも多いが，2013年７月８日に成立し

た「実用発電用原子炉に係る新規制基準」と呼ばれる「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の

規制に関する法律」（略：原子炉等規制法） ６を中心とした諸規定・許認可における規制基準の改

訂を指す。

　以上のように，福島第一原発事故後のエネルギー政策における原子力発電の位置づけは，基

本的に行政上の規制の大幅改訂を前提に，将来的な脱原発，脱原発依存も含めた再検討の対象

51藤堂史明：原発再稼働をめぐる経済的論理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
4 エネルギー・環境会議（内閣府国家戦略会議エネルギー・環境会議）「革新的エネルギー・環境戦略」2012年
９月14日　　http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/npu/policy09/pdf/20120914/20120914_1.pdf
5 「原子力規制委員会設置法」（平成二十四年六月二十七日法律第四十七号）
   http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H24/H24HO047.html
6　「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（昭和三十二年六月十日法律第百六十六号）
   http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S32/S32HO166.html
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となってきた。事故前までの政府方針における全面的な推進に比べて，このような方向転換は

前代未聞のものであると評価できるが，そのきっかけがもちろん，当面収束できないほどの放

射性物質漏れを生じさせ続けている東電福島第一原発事故の重大さ，今後の影響の計り知れな

さにあることは間違いない。

　

２－２．原発再稼働推進の論理

　原発再稼働を推進する見解を，短期的なものから長期的なものへと並べると次のようなもの

である。著者なりにまとめてみた。

・原子力発電の停止により電力供給が不足する。

・同じく，火力発電の燃料費がかさみ，燃料代により電力料金が高騰する。または燃料代

により日本の貿易収支が悪化する。

・同じく，原子力発電に関連する雇用など産業上の損失が生じる。

・原子力発電の停止により原子力開発の基礎的な技術が失われる。

・核兵器開発の余地を残すために原発の維持が必要。

　「原子力発電の停止により電力供給が不足する。同じく，火力発電の燃料費がかさみ，燃料代

により電力料金が高騰する。または燃料代により日本の貿易収支が悪化する。」

　まず，原子力発電の停止により電力供給が不足するとの主張は，2011年の計画停電や大飯原

発再稼働の際に主張された九州電力の停電の可能性に見られるようにもっとも短期的で，緊急

度の高い主張である。

　だが，本稿執筆時で４ ヶ月以上，冬季の暖房需要増にも関わらず，計画停電の必要な状況は

生まれておらず，各電力会社の火力発電設備増強，再生可能エネルギーの供給力の増大もあり，

例えば東京電力の需給状況は10％前後の予備率を残した安定したものとなっている７。

　次に，原子力発電停止により電源構成で大きな比率を占めている火力発電について，その燃

料費の増大を問題とする主張について見てみよう。

　電気事業連合会（2013） ８によると，2010年度において28.6％を占めていた原子力発電が2012

年度において1.7％にまで低下し，火力発電は合計61.7％から88.3％へとほぼそれを置き換える

形で増大している。また，これにより火力発電における燃料消費量は原油換算で101,188,531kl
から139,187,837kl へと，37.6％（2010年度比2012年度増加量）の増大を示している。
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７ 東京電力「原子力発電所を再起動しない場合の東京電力管内の電力需給見通し」2013年10月１日。
   http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu13_j/images/131001j0102.pdf
８ 電気事業連合会「電源別発電電力量構成比」2013年５月17日。
   http://www.fepc.or.jp/about_us/pr/sonota/__icsFiles/afieldfile/2013/05/17/kouseihi_2012.pdf



　この間の火力発電の燃料費の増大は，2012年に6.9兆円に及ぶ貿易収支赤字の拡大の要因の一

つとも言われている。これについて，藤山（2012） 9は LNG および原油の輸入額の変動を価格・
数量・為替の３要因分析において，数量要因によるものと同等に価格上昇及び，為替の円安誘

導によるものを挙げ，既に火力発電の稼働は上限に達していることから，これ以上の数量要因

による燃料費の増大はないとみている。電力会社は既に燃料費調整制度の枠外で，火力発電に

おける燃料消費量の抜本的増大を理由とした電力料金の値上げを行っており，これらの金額は

2012年９月の東京電力の値上げにはじまり，規制部門で6.23％～9.75％，自由化部門で11.0％～

17.26％に達している10。

　ここで注意しておきたいことは，石炭をメインに石油及び LNG によるほぼ火力発電のみで
構成されている沖縄電力が，電気事業連合会電力企業の中で2012年度も経常黒字を計上（連結

63億円，単体43億円） 11している事である。この事は，他の諸条件が同じであっても火力の燃料

費だけでは電力会社の赤字決算は説明できず，原子力発電への依存度が高かった電力会社ほど

損失が大きいこと，すなわち事故による発電方式の急激な転換が余分な費用を生じさせている

事がその要因である事を示唆している。つまり，一度事故があると一斉に停止せざるを得ない

原発への依存による機会費用，すなわち長期契約による安い化石燃料の調達機会を失うという，

原発利用による埋没費用の一部と見るべきである。
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図１．重油換算した電気事業連合会電力10社の火力発電燃料総消費量の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
９ 藤山光雄「円安により高まる火力発電燃料費の増加懸念」『Research Focus』日本総研，2013年５月２日。
10 縄田康光「火力発電への依存と急増する燃料費～東日本大震災後の電力供給～」『経済のプリズム』第119号
（平成25年10月）参議院調査室
   http://www.sangiin.go.jp/japanese/annai/chousa/keizai_prism/backnumber/h25pdf/201311901.pdf
11 沖縄電力「沖縄電力 2013－2014」 http://www.okiden.co.jp/shared/pdf/corporate/brochure/2013_corporate.pdf

出典：電気事業連合会「電力統計情報」http://www5.fepc.or.jp/tok-bin/kensaku.cgi
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　この事を東京電力で例示したのが図２に見る関係性である。東京電力が2002年８月に原発ト

ラブル隠し事件が発覚した事を受けて，原子力発電の稼働率を下げていた2003年度には原子力

発電電力量の低下を補う形で火力発電電力量が大きくなり，また燃料費を主な要素とする火力

発電費用も増大した。

　火力発電費そのものは以下も同様に燃料費に比例的に変動するが，2003年度に70.1％であっ

た火力発電費に占める燃料費の比率は，2012年度には89.3％にまで上昇している。すなわち燃

料価格高騰と為替相場安の効果が表れている。

　そして，2007年７月の中越沖地震と柏崎刈羽原子力発電所の被災の際も原子力発電電力量の

低下と火力発電量そして燃料費の増大が生じている。2011年３月の東日本大震災と福島第一原

子力発電所の被災，事故による原子力発電量のゼロまでの低下は，このように繰り返されたト

ラブル・事故による原子力発電の停止とバックアップとしての火力発電の投入という周期的事

象の行き着く先にあると見る事ができる。前述のとおり，そこに化石燃料の国際資源価格の高

騰，円安という要素が加わった。

　火力発電は一日という短期的周期で見ても，需要に合わせて運転状況を切り替える可変的な

電源であるが，燃料の長期安定供給を含む安価な火力発電が実現できないのは，電気事業者が

中・長期にわたって，政策的な優遇により運転費用が安く見えている原子力発電を基幹的な電

源と位置付け，臨時的な稼働によるバックアップ電源として火力発電を位置づけてきたことか

らして必然と言える。

　また，貿易収支に関しては燃料費の増大によるものというよりも，製造業の海外移転による

長期的な収支の赤字化傾向がある。そしてこれ以上の赤字は燃料価格あるいは為替の変動に
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図２．原子力発電のバックアップとしての火力発電の関係（東京電力）

出典：東京電力株式会社「有価証券報告書」平成15年度～平成24年度各年度版



よってしか生じ得ないが，過去の貿易収支の黒字の累積を相殺するにはまだ時間があり12，その

間に燃料価格の高騰や円安による影響は緩和される。従って，燃料費の増大によって日本経済

の浮沈を議論することは，電力の供給事情や国際収支についての曲解に基づく短絡的帰結であ

る。

　

　「原子力発電に関連する雇用など産業上の利益や技術が損なわれる」

　次に「原子力発電に関連する雇用など産業上の損失が生じる。」「原子力発電の停止により原子

力開発の基礎的な技術が失われる。」等の意見について見てみよう。

　これらの意見は，それら自体はもっともである。原子力発電についてはそれが産業として行

われている限り，付随する雇用や消費・生産活動を伴い，また使われない技術，人材が維持で

きない産業は衰退する。しかしながら，この論点は原子力発電を再開した場合に生じる，雇

用・消費・生産活動へのリスク，原子力発電を維持するために失われた他の産業上の技術への

投資等の機会費用を考慮しておらず，言うなれば，最初に原子力発電によりネットの社会的メ

リットが存在すると仮定しなければ出てこない主張である。

　「核兵器開発の余地を残すために原発の維持が必要」

　最後に「核兵器開発の余地を残すために原発の維持が必要。」という主張についてである。　

　周知のとおり日本は1953年の米国アイゼンハワー大統領の「平和のための核」(Atoms for 
Peace)の方針を受け，平和利用に限り核原料・核燃料および発電用原子炉を開発・保有してき
た。日本で行われている商業用原子力発電の原子炉及び核燃料の開発と調達においては，米国

の技術及び核燃料の供与が不可欠であり，これらは当然，日本による核兵器開発を目的とした

ものではない。

　去る2014年１月には米国が，日本に貸与していた高速増殖炉研究用の高純度（核兵器転用可

能な）プルトニウムの返還を求め，ついに日本が返還に同意した旨，報道されているが，日本

にある核燃料及び原子炉を核兵器開発に転用することは，米国の協力の前提に反する他，ＮＰ

ＴやＩＡＥＡといった，戦後の「平和のための核」利用の枠組みから大きく逸脱する事になる。

　核兵器の独占を前提とする国連の安全保障理事会やＮＰＴ体制が万能という訳ではないが，

日本の核武装を前提とした核開発への転換が，国際社会に受け入れられ，歓迎される可能性は

ほとんどない。このような大きな政治的転換，しかも国際関係を大きく（おそらく悪い方向へ）

変化させる政策転換は，商業用の原子力発電の再開理由としては不適切という他ないだろう。
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12 1990年よりの貿易収支の黒字累計額は2010年までに198.4兆円に達しており，資本収支の赤字によって国際収
支をバランスさせている。財務省貿易統計「年別輸出入総額（確定値）」
   http://www.customs.go.jp/toukei/suii/html/nenbet.htm
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２－３．原発再稼働を批判する論理

　一方，既存の原子力発電所の再稼働を批判・反対する論理としてはどのようなものがあるだ

ろうか。本稿ではすでに再稼働推進の論理を批判的に考察し，その欠陥や不合理性を指摘して

きたが，再稼働に反対する論理には固有の主張がある。以下のように著者なりにまとめてみた。

・東電福島原発事故の原因特定が出来ていない。同時多発事故，複数要因事故などに対す

る安全対策が不十分であり，津波による原発事故という仮定に安全対策が依存している。

・地震に対する原子力発電プラントの弱さが克服されていない。

・新たに設けられた非常用設備がきちんと稼働するか疑問。

・退避・避難など防災計画の中身が問題で，被曝せずに避難はできない。

・そもそも，放射性廃棄物の捨て場がない。

等である。

　この他に，原子力発電の費用が安い，環境負荷も低いという主張を批判して原子力発電の費

用は高く，環境汚染的であるという主張が対置される。

　まず，原発再稼働を批判する論理固有の主張を見てみよう。

　「津波による原発事故という仮定に安全対策が依存している」

　つまり，「東電福島原発事故の原因特定が出来ていない。同時多発事故，複数要因事故などに

対する安全対策が不十分であり，津波による原発事故という仮定に安全対策が依存している。」

という点についてである。全ての原発は耐震安全性を満たしているとして建設・運営されてき

た。東電福島第一原発事故においては，東京電力の報告書 13 においては「津波」が唯一の起因

として挙げられている。東電によれば，「今回の事故は津波による浸水を起因として，多重の安

全機能を同時に喪失したことで発生しており，「長時間におよぶ全交流電源と直流電源の同時喪

失」と「長時間におよぶ非常用海水系の除熱機能の喪失」が事象面から見た要因である。」（東

電報告書，317頁）というのである。この際に，地震によるプラントの損傷はなかったとされて

いるが，それでも外部送電鉄塔の倒壊は起こり，外部電源の遮断という全電源喪失から原子炉

冷却材喪失へという，重大な事故のトリガーを引いたと言える。

　これに関して，東電福島原発の津波の第二波１段目到達時刻が2011年３月11日15時41分に撮

影されているが，海水系ポンプが15時36分に機能喪失している事と矛盾する。東電はカメラ内

蔵時刻が波高計の時刻より６分半進んでいたと推定される，として 14（根拠は地震計の動きと波

高計の乱れとの同調）これを否定した。
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13 東京電力株式会社「福島原子力事故調査報告書」2012年６月20日。
   http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu12_j/images/120620j0303.pdf 
14 東京電力株式会社「東京電力福島第一原子力発電所事故　発電所敷地への津波の到達時刻について」2013年
10月７日。



　それでもなお，波高計が主要設備の沖合凡そ1.5km にあることを勘案すると，15時36分ごろ
沖合を通過した津波に対し，１号機のＢ系非常用電源異常発生が15時36分台であったこと，こ

の間の津波の伝播には（東電の推定で1000ｍに対し105.5秒～84.6秒の到達時間）２分以上はか

かったであろう事を考えると，津波より先に電源異常が発生していたことになり，津波が全て

の原因という東電の主張には矛盾が残る15。結局「非常用電源機器が機能喪失した時刻に，余震

は発生していない」「多くの機器が短時間に集中して機能喪失している」「津波が到達した後に，

非常用電源機器が機能喪失している」「津波が原因で電源喪失に至ったと考えられる。」（東電：

2013.10.７の19頁)という論理には，そうであったらいいな，という願望が込められているとし

か言いようがないのである。

　このように，津波が原因で事故が起こったとする仮定そのものが，津波関連の事実関係につ

いてのみ見ても推定でしかない事は，多くの人が知っておくべきことであろう。

「地震に対する原子力発電プラントの弱さが克服されていない」

　次に，「地震に対する原子力発電プラントの弱さが克服されていない。」点についてである。

日本の原子力発電所は，そもそも活断層などの直下型の強い地震を想定して建設されてはいな

い。基準地震動という耐震設計時の基準に基づき，プラントの設計をして施工してあるが，こ

の基準については中越沖地震の際の柏崎・刈羽原子力発電所の揺れの大きさからして想定外と

なる甘い基準であったことが明らかになっている16，17。現在の日本の原子力発電所は，建設から

数十年を経たものがほとんどであるが，耐震性の強化については，主要設備に補強を施したも

のの，基本設計がぜい弱な耐震設計であることには変わらず，また活断層が周辺にない，とい

う前提であるから強い直下型の地震は「想定外」であり，依然として地震に対しては本質的に

無防備である。

　「新たに設けられた非常用設備がきちんと稼働するか疑問」

　　「新たに設けられた非常用設備がきちんと稼働するか疑問。」という点についてはどうだろう

か。電力各社は津波が全電源喪失と冷却材喪失を引き起こすという仮説から，各地の原子力発

電所に防潮堤や水密化，非常用設備の多重化などの緊急安全対策を行っている。原子力規制庁

は一部の新規の安全設備が間に合わなくても，暫定的に再稼働を認めるという基本姿勢をとっ

ているため，安全設備の更新が必ずしも再稼働の前提になっている訳ではないが，これらが更

新されたとして次のような問題点がある。
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15 この点に関して，田中三彦「東京電力の津波分析結果に対して伊東良徳氏が提起している疑問点について」
2013年11月７日（新潟県原子力発電所の安全管理に関する技術委員会，福島事故検証課題別ディスカッション，
地震動による重要機器の影響（第１回）資料）を参照。
   http://www.pref.niigata.lg.jp/HTML_Article/118/652/20131107_tanaka2,3.pdf
16 新潟日報特別取材班『原発と地震－柏崎刈羽「震度７」の警告』講談社，2009年。
17 武本和幸「中越沖地震と東京電力柏崎刈羽原発」『まるで原発などないかのように－地震列島，原発の真実』
現代書館，2008年。
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　例えば，福島原発事故を起こした当事者でありながら柏崎刈羽原発を再稼働申請している東

京電力では，非常用のフィルタベント設備の問題が指摘されている。これは原子炉の炉心冷却

が出来なくなった際の爆発の危険性を抑制する新たな安全設備である。なお，東京電力は新た

な安全性についての考え方 18において，シビア・アクシデント（炉心溶融等の多量の放射性物

質放出のリスクを伴う過酷事故）を事故対策において想定外とはしない旨，新たな方針を採用

している。

　フィルタベント設備 19は，核燃料棒被覆管のジルコニウムから発生する水素ガスを，放射性

物質をフィルターで一定程度濾過した上で，プラント外に放出する設備を指す20。

　新潟県が指摘したのは，このフィルタベント設備の基礎工事開始公表に際し，安全協定にあ

る事前説明がなく，また県から安全設備について指摘していた不等沈下対策について，重量や

重心の違う設備を同じ地盤に建設した場合にこれを防げるとは限らないという点であった21。事

前説明については，東京電力と新潟県の間の安全協定にある事前了解義務，すなわち「（計画

等に対する事前了解）第３条　丙は，原子力発電施設及びこれと関連する施設等の新増設をし

ようとするとき又は変更をしようとするときは，事前に甲及び乙の了解を得るものとする。」

に違反するということである22。また，設備そのものが粒子状の放射性物質の吸着を主としてお

り，事故が起こった際の放出放射性物質の大半を占める気体状放射性物質については捕集対象

ではない。これらのリスクについては，そもそも化合物を作りにくいゆえに捕集も蓄積も困難

である事から，逆に粒子状物質よりもリスクが小さいと見做されているが，住民の避難時の被

曝と無縁とは言い難い。

非常用設備の集中配備によるリスク

　その他にもシビア・アクシデントを想定した安全対策には，非常用電源車，ガスタービン発

電車，海水循環ポンプ車，消防車，非常用水の備蓄，配備がある。これらについて，例えば東

電柏崎刈羽原発では，敷地中央部の造成地である高台に集中配備されている。津波対策のため

というのがその理由であるが，この造成地が何等かの理由で（例えば，地震）崩壊した際には，

バックアップのための設備がなく，結局のところ安全対策の多重化が出来ていないことになる

のではないかと危惧される。 
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18 東京電力株式会社「当社の原子力発電プラントの安全確保に関する考え方」2013年１月25日。
   http://www.tepco.co.jp/nu/kk-np/info/tohoku/2012/pdf/25012501.pdf
19 東京電力株式会社「１， ７号機フィルタベント設備の概要」2012年１月10日。
   http://www.tepco.co.jp/nu/kk-np/info/tohoku/2012/pdf/25011002.pdf
20  ベント設備に関して弦巻英市「畑のたより　虹屋's blog」より「柏崎刈羽のフィルターベント，地盤問題　
東電vs泉田知事①」（2013年８月12日）他の記事を参照した。http://pub.ne.jp/hatakenotayori/　
21  新潟県「フィルタベントに関する東京電力の説明の変遷について」2013年９月14日。
   http://www.pref.niigata.lg.jp/genshiryoku/1356768591924.html
22 新潟県・柏崎市・刈羽村・東京電力株式会社「東京電力株式会社柏崎刈羽原子力発電所周辺地域の安全確保
に関する協定書」2008年04月01日。
   http://www.pref.niigata.lg.jp/genshiryoku/niigata-kyoutei.html



　「退避・避難など防災計画の中身が問題で，被曝せずに避難はできない」

　さらに，「退避・避難など防災計画の中身が問題で，被曝せずに避難はできない。」という点

について考察しよう。

　原子力安全委員会は東京電力福島第一原発事故を受け，「原子力発電所に係る防災対策を重点

的に充実すべき地域に関する考え方」を改訂した。その詳細については拙著（2012a23, 2012b24）
に詳述した。所管を引き継いだ原子力規制委員会においても基本的には，この考え方に基づい

て旧来の EPZ (Emergency Planning Zone) に限られた原子力災害対策の想定範囲を PAZ 
(Precautionary Action Zone)，UPZ (Urgent Protective Action Zone)，PPA (Plume Protection Area) に
大幅に拡大した。とりわけ，UPZ のサイトから30km圏までを避難を想定した防災計画を策定す
る地域としたことは，その範囲が福島第一原発事故の被害規模からすると過小である（50kmを
超える地点で避難を要する放射能汚染が生じた）事は問題だが，大きな変化である。

　しかし，UPZ の範囲の住民は原子力災害時に避難が可能なのだろうか。各自治体の災害対策
（例：「新潟県防災対策（原子力災害対策編）」）の改訂版を見ても，避難計画対象区域の特定や

避難場所の割り当ては行われていても，現実的な避難誘導のシミュレーションや計画，輸送手

段，ルートの確保の方法などは公表されていない。拙著（2012b）でも述べたが，原子力災害対
策を実施する側から言えば，そもそも30km圏，想定人口数十万人（柏崎刈羽地域では長岡市が
含まれ，凡そ40万人）の避難を可能とする交通手段など存在しないのである。

　この事を全国の原発に関して総覧する形で示したのが上岡（2014） 25である。上岡によれば，

UPZ 対象地域の総人口を交通手段を想定して範囲外に脱出させることを考えると，国道のみの
利用では最短で15時間（泊原発），最長では132時間（東海第二原発）ないし142.5時間（浜岡原

発）かかるということが分かった。ちなみに柏崎刈羽原発の場合66.5時間である。この経過時

間については国道の他，高速道及び地方道を対象にする（これについても上岡は計算している），

対象地域内を放射性プルーム拡散の情報に従って順次避難させるなどして必要箇所の避難時間

を短縮させるなどのことが立案上は可能であるが，東電福島第一原発事故時の寸断した交通網，

情報の混乱した避難状況を想起すると，逆により長い時間が必要となるケースも考えられ，上

岡の計算した所要時間ですら決して厳しい評価とは言えない。また，上岡のモデルにおいても，

避難先の受け入れ状況や要支援者の避難，家族などの避難開始前の集合に要する時間などは考

慮されておらず，現実には多大な支障が生じると考えられる。

　このような長い避難必要時間からすると，放射性プルームの飛散してくる避難の必要な地域

において，避難の目的である被曝の回避を行うことは相当に困難であり，そもそも原発の立地
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23 藤堂史明「東電福島第一原発事故後の原子力防災対策」『新潟大学経済論集』第92号，2012年３月。
24 藤堂史明「新潟県における原子力災害対応体制と社会経済的影響」平成23年度新潟大学プロジェクト推進経
費（災害特別）研究報告書，2012年３月14日。
25 上岡直見「災害時避難交通に関する課題～特に原子力災害を対象に」交通権学会関東部会発表，2014年１月
25日。及び『原発事故避難計画の検証』合同出版，2014年。
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地域においては過小な想定で事故対策を考えてきた事の結果と言える。つまり，被曝を避けて

避難することは実際上，出来ないのである。このような状況は東電福島原発事故より３年が経

過した今日においても事実であり，このような住民の被曝前提の原子力発電所の多くが再稼働

申請を行っているのが日本の現状である。

　「そもそも，放射性廃棄物の捨て場がない」

　再稼働に批判的な意見の最後に「そもそも，放射性廃棄物の捨て場がない。」という主張を

取り上げよう。この見解は，そもそも東電福島第一原発事故の発生する前から，著者も含めて

指摘してきた事である。

　原子力発電，そして核燃料再処理事業の結果として発生する放射性物質，とりわけ高レベル

放射性廃棄物については，その貯蔵及び「処分」が大変困難である。放射性物質の半減期の長

さから，有害性の残る期間が10万年～１億年26（どの程度の減衰で環境放射線レベルと同じと捉

えるかによる）にもなるからである。

　このような長期間にわたる汚染物質として放射性物質が発生することは，原子核を破壊して

エネルギーを取り出すという原子力発電の本質に起因することであり，使用済み核燃料を構成

する膨大な数原子核が混在して同時に原子核崩壊を進行させている事を考慮すると，それぞれ

に状態に応じた短寿命化の加工を施して早期に処理するといった技術開発は非現実的である。

原子力発電は二酸化炭素を出さないから環境に良いといった主張も見られるが，まさにその代

償として処理不可能な放射性廃棄物を，気候変動問題が想定される期間（数百年程度）よりも

遥かに長い期間にわたって生態系へのリスク要因として発生させる，もっとも手強い環境汚染

を引き起こすのである。

　

３．議論の非対称性

　以上のように原子力発電所再稼働についての推進論と批判論について見てきたが，これらの

見解は重点とする論拠が著しく食い違っていることに気づく。
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26 「高レベル放射性廃棄物の放射能の時系列変化のグラフ」（藤堂史明「フレデリック・ソディ『富，仮想的な
富そして負債：経済学の逆説への解決策』７章における貨幣・仮想的富の理論についての考察」『新潟大学経済
論集』第87号，2009年に挙げた。出典は核燃料サイクル機構「第IV章　地層処分の工学技術」『わが国における
高レベル放射性廃棄物　地層処分の技術的信頼性－地層処分研究開発第２次とりまとめ－総論レポート』1999
年。）



　原発再稼働を肯定する主張は，事故やリスクそのものを許容し，原因究明や事故対策が不十

分であっても経済的利益があること，言い換えると稼働を停止することの経済的損失を強調す

る論理である。

　一方で再稼働に反対する主張は，事故やリスクを許容せず，原因究明と事故対策の徹底，突

き詰めると原発の再稼働だけでなく，原発という事業そのものからの撤退を主張する。リスク

が高いということは，実際の事故の損害においても，将来の事故防止対策においても，また将

来の事故そのものについても経済的損失を大きく見積もっているということでもある。ただし，

より直接的に人権や健康の保護，環境汚染の問題として原子力発電の問題を取り上げる傾向に

あると考える。

　この事は，原子力利用によって生じる放射性廃棄物が，自然環境においては隔離し，時間の

経過を待つ以外に浄化の方法が存在しない究極の環境汚染物質である事を重視し，生命の取り

返しのつかない損失を経済的価値に評価して表現することになじまないと考えることに起因し

ているとも言える。

　一方で，原発再稼働を批判する側と肯定する側の双方で重要と捉える論点がある。それは，

原発の費用である。

４．費用をめぐる議論

　原発の費用については，1976年に室田は「原子力のエネルギーコスト」 27 他の論考を発表し，

原発のネットエネルギー産出の低さとエネルギー生産量と安全性のトレードオフとについて指

摘した。さらに室田武は1979年に『エネルギーとエントロピーの経済学－石油文明からの飛

躍』28 において「原子力発電のエネルギー・コスト」について原発の隠されたエネルギーコスト

と総括原価方式や，公的補助と責任免除に等しい原子力保険制度について取り上げている。こ

のような分析は1981年の『原子力の経済学』及び1986年のチェルノブイリ原発事故を受けた
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27 室田武「原子力のエネルギーコスト」『技術と人間』11月臨時増刊号，1976年。
28 室田武『エネルギーとエントロピーの経済学－石油文明からの飛躍』東洋経済新報社，1979年。

表１．再稼働をめぐる論理

原発再稼働を肯定原発再稼働を批判

事故原因はおそらく津波。対

策で（未完成でも）安全。停

止は損失。原発は利益大きい。

事故原因不明，耐震・水

密化は解決にならない。

環境や生命に脅威。

事故と原発

の評価
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『新版 原子力の経済学』に引き継がれ，エネルギー投入及び費用面からの原子力発電の不経済

性の検証にとって基礎となる理論である。

　大島堅一は以上のような室田の手法を引き継ぎ，2010年に『再生可能エネルギーの政治経済

学』 29 において，原子力発電の発電原価に含まれていない政府からの資金投入を明示し，放射性

廃棄物の最終処分を含むバックエンドコストの推定についても過小になっている点を指摘し

た。大島が政府による税金投入を含め，実際の原発の発電単価として産出したのは12円/kWh で
あり，火力や水力を上回り，もっとも高い費用がかかっている事が示された。しかも，この試

算は東電福島第一原発事故による損失を含まない計算である。

　また金子勝は『原発は不良債権である』（2013） 30 において，原発が危険で稼働できない上に維

持費のかかる不良債権である事，とりわけ東京電力の法的整理の回避と税金投入により，不良

債権の救済に見られた悪弊の再来が生じていることを主張した。

　さらに『原発は火力より高い』（2013） 31において，安全投資を行った場合の原発の発電単価，

及び再稼働時期が遅れた場合を含む実績値としての発電単価を計算した。

　また，原子力発電の費用の一部である事故の費用はどのように負担されるのだろうか。福島

第一原発事故が生じた際には民間の損害保険（「原子力損害賠償責任保険契約」）は支払を免責

され，予想損害を遥かに下回る1サイトにつき1,200億円の政府の「原子力損害賠償補償契約」

による補償が支払われたのみである。これは，米国のプライス・アンダーソン法の下での損害

賠償可能金額凡そ１兆円（102億ドル）に比較しても小さな値である32。もっとも，米国での賠

償金額についても生じ得る過酷事故の損害を全てカバーするものではなく，政府による補助政

策の一環として成立している。

　東電福島第一原発事故の経済的損失の総額は，大島・除本（2011）の推定を単純合計すると

凡そ115兆円であり，一般に原子力損害賠償機構への政府出資の上限金額が積み増されたことか

ら推定される下限金額10兆円から50兆円以上と見積もられる。もちろん，これは汚染源となっ

ている原発事故そのものが2011年３月をもって収束した場合の金額であり，継続的に放射性物

質で周辺環境を汚染し続けている33同原発からの汚染による損害は累積し続けている。原発事故

による損害が電気料金や税金，そして直接的な被曝の形で痛みを被る当事者である国民の負担

とされる構造が一般国民の目に明らかになった。そして，このような経済的損失に換算できる

損害は，被害全体のごく一部，市場において代替可能な経済価値を表しているに過ぎない。
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29 大島堅一『再生可能エネルギーの政治経済学』東洋経済新報社，2010年。
30 金子勝『原発は不良債権である』岩波ブックレット，2013年。
31 金子勝『原発は火力より高い』岩波ブックレット，2013年。
32 United States Nuclear Regulatory Commission, "Fact Sheet on Nuclear Insurance and Disaster Relief Funds." 
   http://www.nrc.gov/reading-rm/doc-collections/fact-sheets/funds-fs.html accessed 30th Jan. 2014.
33 例えば東京新聞「海側井戸で500万ベクレル　ストロンチウム，最高値」2014年２月６日，で「ストロンチウ
ム90を，１リットル当たり500万ベクレル検出」と報じられた。
   http://www.tokyo-np.co.jp/s/article/2014020601002120.html



　生態系及び生命に対して原子力利用が持っている危険性については，原子核を崩壊させたと

きの高エネルギーの放出によるものであり，そこから利用可能エネルギーを取り出すのみで，

残りの影響を完全に封じ込めることは，熱機関における第１種の永久機関の試みと同様，不可

能な事である34。

　

５．再稼働についての経済的論理

５．１　原発の埋没費用（サンクコスト）

　以上，見てきたように，原発の稼働費用を発電原価に直すと，電気事業者や政府が行ってき

た試算は漏れや想定の甘さが目立ち，そのような試算から原発の稼働費用が安いとするのは無

理がある。前節で挙げたここまで主に論じられてきた発電原価としての稼働費用だけでなく，

放射線のリスクから生じる損害を経済的損失に直せば，この稼働費用はさらに高くなる。費用

を安く評価したい意図からしばしば表明される，放射線の線量基準以下であればリスクがない，

とする言説が誤りであり，既存の疫学的研究の結果や放射線防護の最適化の考え方からも逸脱

していることは，拙著（（2013），前出）で詳述した通りである。　

　

　一方で，原発への設備投資や関連産業，技術開発などの累積投資金額，さらに安全対策のた

め一斉に原発が稼働停止することがあり得るのに，その際の火力発電の燃料調達を手配してい

なかった事によって生じる費用等は，と原子力発電を選択したことの埋没費用と考えられる。

埋没費用は対象となる行為を中止した場合でも回収できない費用を指すため，これを言い換え

ると原発を稼働させないと生じる経済的損失，という主張になる。

　他方で，原発再稼働を批判する主張においてはこれらの埋没費用の高さをこれまでの過剰な

優遇政策の表れと捉え，原発の安全性がもはや保証されていない事が明らかになった以上，こ

れ以上の原発の稼働は，処理困難な放射性廃棄物を増加させ，環境中に拡散した放射性物質も

含めて放射線のリスクを考慮すると稼働費用はさらに高いとして，原発からの撤退を主張する

ことになる。金子勝の指摘する「原発は不良債権」という表現も同じ事を指している。これを
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表２．再稼働をめぐる費用に関する論理

原発再稼働を肯定原発再稼働を批判

埋没費用は高く，稼働費用は

安い。

埋没費用は高く，稼働費

用はさらに高い。
費用評価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
34 藤堂史明「原発事故による放射線リスクの経済分析」『新潟大学経済論集』第94号，2013年，75頁における熱
機関と永久機関の不可能性についての概念図を参照。
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コスト・ベネフィット分析の適用で言えば，代替的な電力の供給手段が存在するのに稼働費用

が高く，原理的に安全性が確保されていないことから将来の安定的供給の見込みもない原子力

発電を継続することは合理的でない，ということになる。

　つまり，再稼働への肯定と批判は，それらが経済的論理であるとするならば，どちらも原発

の埋没費用の大きさを前提に，実績及び将来的な稼働費用の大小の評価において真逆の異なる

評価をしている事から生じていると言える。そして，埋没費用の通常の解釈によれば，経済的

に合理的な判断は，埋没費用の大きさに左右されるべきではなく，今後得られる期待純便益に

依るべきである。これは皮肉にも，放射性物質が飛散した状況を前提に，現存被曝状況の被曝

最適化が考えられるのと同じ論理である。

　従って，原発再稼働の経済的論理に見られるように，従来の電力供給体制や政策に起因する

大きな埋没費用を，既存原発の再稼働理由として挙げる主張は，この概念の誤用例と考えられ

る。

　そして，今後得られる期待純便益に関しては，費用に依ることになるが，筆者は原発の稼働

費用は他の発電方式よりもはるかに大きいと考えている。これは，エコロジー，エントロピー

経済学の枠組みで考えた際，生態系の物質循環の中で循環させられない廃棄物を生じさせる点

で，これを仮に費用に直そうとすれば高騰するのが当然であるからである。

５．２　費用以外の要因をどう評価するか

　上記のように，再稼働への肯定論，批判論の両者に共通する埋没費用の高さの認識と，真逆

の評価となっている原発の稼働費用の高さは確かに重要な論点であるが，筆者としては，原子

力発電の本質的な欠陥は，その利用可能エネルギーの取り出しの対価が，自然の物質循環に乗

せることで生命及び生態系に不可逆な損害を与える放射性物質の生産であることだと考えてい

る。費用に換算された価値の大小について論じることは，原子力発電のように，本質的に生態

系の循環に吸収され得ない汚染を発生させる現象について理解し，持続可能な経済社会を構想

する上では，その性質を見落とさせる側面も併せ持つ両刃の剣なのである。

　どのようなエネルギー利用によっても，利用可能エネルギーは減少し，物質及び廃熱に変わっ

たエネルギーの拡散という形でエントロピー増大を引き起こす。費用として私たちが観測して

いるものは，市場経済における代替物であり，物質循環により持続可能な経済システムが実現

している時にはじめて，正当な対価と呼べるものである。

　原発の費用に関する論争は，原子力利用を推進する側が費用を安く見積もり，批判する側が

高く見積もるという論争になっている。しかし，放射性物質という原子力利用によって新たに

生じる環境負荷に対しては，正確には隔離と時間経過という方法以外に代価を支払いようがな

い。時間経過による隔離の費用の増大については未だに推測の域を出ず，累積した金額がいく

らになるか，無限の可能性を秘めている。

　このことは，現在，原子力利用により被曝している一般公衆，被曝労働に従事する労働者に
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とって，さらに将来の世代に対する倫理的な問題を負わせることになる。前述のとおりコスト・

ベネフィット分析上で正味の利益を生じさせるという意味での原子力利用の「正当性」が，そ

の稼働費用の増大によって否定されるだけでなく，倫理的な意味での「正当性」も失っている

のである。

　狭い意味での経済的論理だけでなく，広い意味においてはこのような社会的な正当性の喪失

も原子力発電を再稼働すべきでない理由である。
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